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上で、徹底した資源の集中と時間を要する外線作

戦の厳しさについて戦史例をもって示し、果たし

て中国が外線戦略を遂行し得るかと疑問を投げか

けるが、更にその疑問を払拭する可能性があるの

がランチャーを機動的に運用し中国国境付近のど

こからでも発射できる対艦弾道ミサイル（ASBM）

であるとしている。この ASBMについて、著者

は不可知論者だとしながらも、中国国内から黄海、

東シナ海、南シナ海、マラッカ海峡、ベンガル湾、

インド洋、北アラビア海を射程内とすることがで

きると言われているので、もしこれが事実なら、

中国は要塞艦隊を保有したことになり、インド洋

におけるバーチャル・プレゼンスともなり、また

要　旨
　この論文は、最近の中国のインド洋進出という

事実から『毛沢東の積極防御が攻勢的に変わりつ

つある』と観て議論を展開している。ここで特徴

的なのは、内線作戦と外線作戦（Interior and 

Exterior Lines of Operations）の概念を当てはめ

て論じているところである。少なくとも 19世紀

以降の中国は、劣勢な兵力故に内線作戦の体勢を

以って戦ってきたが、今日、経済的にも軍事的に

も大国となった中国は、鄭和の大航海以来６世紀

振りにインド洋へ進出しつつあり、その地理的中

心に位置するインドとの相対的関係からすれば、

中国は外線の位置にあると著者は指摘する。その
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大きく依存するため、ASBMの有効性を弱める

インド及び米国の対抗策に対して脆弱である。敵

艦隊の遠距離探知、第２砲兵部隊ミサイル発射の

キュー並びに洋上移動目標に対するピンポイント

での実弾頭精密誘導に関する人民解放軍の能力に

疑問が残る。それ故、我々は不可知論である。

　尤もらしい結果は、攻勢か防勢かの間で絶えず

流動的であり、アジアの海洋における挑戦と応戦

である。クラウゼヴィッツは、生命力の衝突、或

いは作戦及び戦略上の優位を競うレスラーの格闘

に例えている。丁度、トマホーク巡航ミサイルと

イージス戦闘システムが 1980年代に艦隊の方へ

振り子を振ったように、攻撃の可能性を復活させ、

技術的進歩は、今、沿岸火力支援を劇的に変え、

防護者を有利にしそうである。振り子を米海軍と

その同盟国の方に振り戻させるのは、科学者、エ

ンジニア及び技術者次第である。

　（文責・挿入写真等　編集部）

を拡大した砲兵部隊は、東アジア及び南アジアに

おける中国の隣人達が過度に挑発的だと看做す主

要な艦隊の構築計画の必要性を一時的に回避でき

るであろう。政治的手段として、海洋における艦

船の物理的存在を代替するものは何もない。しか

しながら、驚異的なインテリジェンス、監視及び

偵察のアーキテクチャーに裏打ちされたミサイル

兵力は、インド海盆におけるバーチャル・プレゼ

ンスのようなものとしてギャップを埋めるかもし

れない。

　ASBMは、斯様にして中国がインド洋へ侵入

するにつき作戦上の障壁を低くし、そこでの外線

作戦の見積経費を抑え、クラウゼヴィッツ流の費

用対効果の面でも尤もらしいプレゼンスを形成す

る。最早、北京政府は、地理的に遠いインド洋の

利益のために、周辺部に沿った利益を犠牲にする

ことを恐れる必要はない。

　しかし、その様な前方展開は、ミサイル技術に

要　旨
　この論文は、中国のような伝統的大陸国家が、

如何にして海洋国家への転換を果し得るかという

ことをテーマとしている。そしてその論旨は、大

陸国家から海洋国家への転換が、大昔から度々試

みられてきたが殆ど成功していないという歴史的

な事実を指摘しながらも、希有な成功例として古

代ペルシャを挙げ、中国はこれらの歴史から教訓

を導くことができることを示唆している。

抄　訳
　大陸国家から海洋国家への転換が、大昔から

度々試みられてきたが、殆ど成功した例がない。

この史実が、海軍を膨張させている中国に教訓を

与える。

　欧州の海軍力が急速に衰退すると共に米海軍が

量的に減り、そして中国が海に進出しつつある。

このことは、6世紀前に始まった非常に大きな歴

史的傾向、つまり中国が内方に退き、欧州の海軍

拡張が西洋化として世界的に広まった歴史的傾向

が終わることである。

　今、久々に難しい議論が北京に広がっている。

中国は大陸国家か？ 海洋国家か？ 或いはその両

方か？ そして、地勢に関しては、どの程度まで

政治的かつ戦略的に固執し、大陸国家としての文

化が、海洋国家としての発展を拘束するだろう

か？

　1　歴史的な洞察
　古代ペルシャは、海洋国家としての伝統に欠け

ていたが、その指導者達は新しい考えに対して寛

When Land Powers Look Seaward
大陸国家が海洋を目指す時
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容であった。始め彼らは海を障壁と考えていたが、

次第に物流・情報伝達（Communication）のハイ

ウェーと見なすようになり、広範囲にわたり海軍

の経験を積んでいった。彼らは、財源を多く充当

することにより、歴史上初めて真に有効な海軍を

構築した。その努力の規模と経済的活力は、今日

の中国に匹敵するかもしれない。

　オスマン帝国は、相当な資源を持っていたが、

大陸主義国家の枠を克服できなかった。オスマン

帝国の国境地域は脅威に曝され続けており、注意

力と資源を使い果たしていた。オスマン帝国が使

用した艪櫂のガレー船は、地中海において地上兵

力を輸送するには適していたが、より広く、かつ、

陸地による制約が少ないインド洋には適さなかっ

た。オスマン帝国は、経済のグローバル化に追従

できなかったため、初めての世界市場において、

これを支配する機会を逸してしまった。

　その後、海洋活動の中心が大西洋に移り現代に

至る。この間、幾つかの大陸国家が海洋国家への

転換を試みたが成功は極限られた。例えば、フラ

ンスは４度海洋国家への転換を試みたが何れも失

敗した。仏中央政府の脆弱性と組織の混乱は、慢

性的な問題であり、反商業的かつ反皇帝的な考え

方がエリートの間に蔓延し、脆弱な財政システム

は海軍の構築と維持を妨げ、陸・海軍の関係は、

首尾一貫して無きに等しかった。このフランスの

ケースは、特に中国に対して重要な示唆を与える

かもしれない。先ずこの例は、内部の思想統一が、

海洋国家へ向けた前提条件であることを示してい

る。また中国はフランスの様に良港に恵まれ海へ

のアクセスも整っているが、内陸部の資本と内陸

部の水路システムもまた、国家として海を越えた

商業への依存度を軽減してきた。フランスと同様

に中国は、比較的明確に三分された海洋の境界線

を持ち、その夫々に配置された艦隊が、上手く連

携して敵を打ち破ってきた歴史がある。両国とも、

そのエリート達全体にわたり海軍力又は海洋への

伸展に対する懐疑心又は徹底した敵意があったと

共に、発作的な海軍開発の歴史がある。大陸主義

についての上手い説明振りは、「エリートの積年

の思い込みが、陸の国境に対する脅威感であり、

またチャンスも陸の国境によって齎らされる」と

いうものである。

　ドイツ帝国の大洋への進出は、非友好国に制さ

れたチョークポイントがあるために制約されてき

た。ドイツは、この制約を回避するために海軍の

整備を企てたが、その結果、国自身を拡張し過ぎ

てしまった。海軍は、単に大陸二正面への挑戦に

報いることができなかったに過ぎない。このドイ

ツのケースは、中国にも幾つか当て嵌まるものが

あり、また一つの大きな相違点もある。両国とも

古代海洋国家の伝統を持つが、何れも地政学的に

は新参者であった。両国とも包括的（経済的、技

術的及び教育的）な中庸を以って海洋国家への転

換を支えた。その中心は、海洋経済の資本家達に

支持された政府主導の工業化であった。しかしな

がら、史実から結論付けられる大きな相違点は、

中国が損害の大きい強国との戦争を避けてきたこ

とである。

　2　中国の経験
　歴史家達は、中国が海洋を軽視してきたことを

誇張する嫌いがある。南宋朝時代（1127-1279）

には、その首都であり長江（Yangtze River）の

海港である杭州（Hangzhou）があった。モンゴ

ルが宋を倒し元朝（1271-1368）として継承した

時代、大きな造船所が十分な海軍力を支えていた。

モンゴルは、成功こそしなかったが中世時代に最

大の水陸両用作戦を、日本、ベトナム及びジャワ

に対して行った。1300年代、中国は、最先端の

技術革新を造船と海軍装備に齎し、磁気羅針儀を

発明した。

　明朝時代には一貫して強力な海軍が存在した。

明は中国南部の敵に対して海軍力を行使して広い

範囲で戦勝し、初めてその地位を確立した。1363

年のハ陽湖（Lake Poyang）の戦いは、数少ない

中国の海戦の歴史の中で最も大きく決定的な戦い

であり、両者とも数百隻の戦舟が含まれていた。

　明時代における海洋活動は、宦官提督鄭和

（Eunuch Admiral Zheng He）（1405-33） の 7 度

の航海でピークを迎える。永楽帝に支持された鄭
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廃止するのに年月を要した。

　清時代（1644-1912）の中国の地政学的方向は、

北洋水師（Beiyang Navy）の長であった李鴻章（Li 

Hongzhang）と新疆奪回の遠征軍指揮官左宗棠

（Zuo Zongtang）の論争で決した。清は、結局大

陸国家を選択し、その後、国家と李将軍の双方と

もがその結果に苦しめられた。清は、内部に政治

的問題があったことに加えて、アジアに台頭した

イギリス、フランス及び日本の海軍力の脅威に突

然対決させられてしまった。清は、西欧列強の近

代的な海軍による海洋での挑戦に対して無力であ

ることを証明してしまった。最初のアヘン戦争

（1839-42）では、中国の河川水路網の中心部に浸

透した英国艦隊が、中国の国内通商を停止させる

と脅迫し、英国は、平和を請う中国政権から強制

的に香港を獲得した。清は、最終的に海外から艦

船を購入したが、信頼性の高いインフラもなく、

また、戦闘に於いて効果的にこれらを運用するプ

ロフェッショナルな海軍でもなく、悲惨な結果を

招いた。

　1880年代には、中国の初期の艦隊がフランス

に敗北し、中国のインドシナにおける伝統的な影

響力を封じてしまった。中国は、この世紀最後の

10年間に、相当な海軍力を取得・整備したにも

かかわらず、急激に近代化する近隣の島国にも対

応できなくなり、日清戦争（1894-95）では屈辱

的な敗北を喫し、台湾を失いそして朝鮮を日本の

保護国に導いてしまった。

和は、数百隻の船と数千人の人員、そしてあるも

のは 440ft以上の船長、2万トンの排水量を持つ

史上最大の木造船からなる遠征部隊を率いた。こ

れらの航海は、交易を促進し、属国と宗主国の関

係を再開させ、ハード及びソフト・パワーを顕示

し、そして明の旗をマラッカ海峡、インド洋を越

えペルシャ湾及びアフリカ東岸にまで翻させた。

しかしながら鄭和の経費のかかる航海は、明に具

体的な利益を齎したものの、危険と無駄が多いと

する朝廷の官僚主義の反対により、永楽帝の死後

彼の航海は、1回だけで終わった。

　1500年代、過酷で不平等に強要される朝廷の

勅令が、遠隔地に及ぶ海洋商業を妨げ、中国や海

外の商人達を海賊に駆り立ててしまった。明は、

総合力としても、また交易力としても依然として

大きな海洋力を有していたにもかかわらず、海洋

における主導権を失い、倭寇の襲撃が活発（1540

～ 1580年代）であった自国沿岸からこれらの海

賊を駆逐し、海洋商業を阻害していた上記勅令を
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　中国にとって安全保障上最大の脅威が、実際に

ソ連自身によって齎されたことが、1960年代の

過程の中で明らかになった。1969年、核武装し

た 2国の共産主義国がシベリアにて連続的に国境

での小競り合いを続け、より大きな紛争（この時、

ソ連は、中国の核装備部隊と施設への先制攻撃を

熟考していたらしい）を引き起こす可能性があっ

た。冷戦が終わるまで、両国は、共通する国境線

に沿って、相当な通常兵器部隊を維持した。中国

経済の深刻な発達不全の下で、中国の軍事的資源

は厳しく拘束され、そして、地上軍に最上位の優

先度が与えられた。

　その他に、冷戦時代の中国が陸上中心的であっ

たことの要素があるとすれば、この時代に続いた

北京政府の米国との機能上の友好関係であり、こ

れは、アジア海域においてソ連海軍によって齎さ

れた些細な程ではないが、潜在的脅威に対して、

それ以外に問題になってきたことより、楽観的な

見方を中国に許容したのかもしれない。

　4　海洋国家への方向転換
　鄧小平（Deng Xiaoping）時代とその後を見るに、

中国は最終的に永続的な海洋発展を遂げるという

歴史的な困難を克服できるか？と言う疑問が残

る。中国の海洋での通商の軌跡が、当にこの真相

を示唆しているかもしれない。海洋発展が極めて

活動的な商業海運と造船部門により導かれてきた

　西欧の海洋列強からと同様に、北方からはロシ

アによる圧迫があり、清の朝廷は、通商権と領土

譲与に関して高まる要求に対し、譲歩を余儀なく

された。1905年、中国の与り知らぬところだが

酷い被害を蒙ることになった日露戦争が、戦略的

に重要な位置にあった旅順港（Port Arthur）に

繋がる地域である中国の領土及び近隣水域で勃発

した。

　これら全ての事態の展開は、この王朝の基盤と、

実際に皇帝自身の合法性を致命的に弱めてしまっ

た。1911年における清の没落は、長期にわたり

内部に不安定を導いた。清の海洋における敗北は、

斯様にしてアヘン戦争に始まり、引き続いて西洋

海軍からの技術導入に失敗したことに由来し、こ

のことは、ライバル日本と極めて対照的である。

　3　大陸主義だった冷戦時代
　冷戦の間、中国海軍の発展は、東アジアにおけ

る海洋での米国の優位性に拘束され、後には、内

政の失敗とソ連との関係悪化により拘束された。

中国海軍は、主に地上兵力を支援してきたが、

1988年頃までは独自の戦略すらなかった。

　中国共産党のエリート達を概観すると、陸上戦

闘の経験によって鍛えられたものであり、海軍戦

闘が如何なるものか、或いは、高度な技術が近代

的な海軍戦闘（或いは航空戦闘）を決定的なもの

とするということを知っている党の主要な指揮官

が殆どいなかった。毛沢東（Mao Zedong）の作っ

た 1949-50年の台湾侵略計画でさえ、それが中国

当時の或いは先々に予見しうる能力を遥かに超え

たものであったことが、即座に露見した。

　中国の朝鮮戦争への介入は、資源配分と指導者

の注意を地上戦闘へと向きを変えた。中国が戦勝

した（但し、準備不足、かつ、比類なく不利な地

勢のインド陸軍に対して）1962年のインドとの

国境戦争は、毛沢東思想の中国が大陸に焦点を向

けた他の理由となった。

　何を以ってして北京政府が事実上ゼロから近代

的な海軍を構築し得たかと言えば、それが唯一可

能だったのは、1960年に終了したソ連からの技

術支援供与であった。
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　中国海軍は、強力な接近拒否能力（Anti-Access 

Capabilities）持つ地域海軍力になりつつある。

しかしながら、風説の域を超えないが、近接した

周辺海域を大幅に超えてハイエンドの戦闘能力を

発揮するに必要な資源と人材への投資はしてこな

かった。

　5　地理学的教訓
　中国及びその他の大陸国家が海への進出を試み

た歴史を調べると、普遍的な教訓がある。

　第一に、地理条件が重要である。例え技術的進

歩の最中でもだ。大陸国家は、一般に、その地理

的条件から不利益を蒙ってきた。そして、その動

かしようのない地理的不利から脱却すべく、野心

的で戦略的なプロジェクトに度々挑戦してきた

（中国が構築した万里の長城、京杭大運河及び三

峡ダム、そして現在建設中のビルマ縦断石油パイ

プラインである）。中国は、合理的に観て多くの

点で海洋を利用する権利を有しているが、中国と

海で接する近隣諸国の全てと未解決の利権問題を

抱えている。中国は、依然としてその多くの戦略

的思想家の観点からすると “ 島々の鎖 ” で縁取り

されたところに留まっている。

　陸の国境は、また大きな潜在的挑戦を象徴して

いる。中国は、今は安定してものの、インド及び

ベトナムとは領土戦争を戦ってきており、そして、

ロシアとは今後不和に直面するかも知れない。新

疆（Xinjiang）とチベットにおいて進行中の民族

の自治・分離主義者の動きも、心配の種であろう。

ことは、海軍発展に対して次々に大き

な相乗効果を生み、それゆえ海に進出

した他の大陸国家には往々にして欠け

ていた海洋国家への転換に対する健全

な基盤を齎している。

　ドイツやロシアのような大陸国家の

造船産業と異なり、中国のそれは、国

家に後押しされるというより、商業的

利益に牽引されて駆り立てられたので

ある。中国は、世界的大造船業者とし

て、総トン数の面で韓国を上回りつつ

あり、世界市場の約 50％を制してい

る。しかしながら、中国は、偉大な海洋国家であ

るオランダ、イギリス及びアメリカに追いつき、

商業造船の全てのレベルにおいて優位を占め世界

的な勢力にまで地位を上げるには、依然として程

遠い。このレベルに到達するには、中国は、その

市場シェアだけでなく、担当者レベルの品格及び

革新能力も向上させなければならない。ただし、

造船産業のグローバル化が、技術的進歩の新たな

好機を齎すだろうけれども・・・・。

　中国は、数世紀振りに、有利な条件下でこの

30年間の結果として運用可能な近代海軍を本気

で開発している。冷戦の終焉とソ連の崩壊と共に、

中国は、最早、内方のアジア国境線において存在

した脅威に直面することはなくなった。その代わ

りに、最も重要な安全保障上の関心事は、明らか

に海洋領域への転換の過程にある。第一に、海洋

における地域国家との領域紛争が先鋭化する恐れ

があり、それは 1974年、南シナ海の西沙諸島

（Paracel Islands）を巡り中共（PRC）とベトナ

ムとの衝突に始まった。第二に、民主主義に向い

た台湾における国内政治の進展が、長年にわたり

「一つの中国」政策を掲げて、事実上のそして法

律上の台湾の独立に対抗してきた中国を追い込む

恐れがあることである。同時に、台湾の擁護者と

して明らかに進んで行動する米国があり、特に、

1995-96年の台湾海峡危機において、中国は、東

アジア海域における紛争に際し米国海軍が参戦す

るという決定的な可能性に直面させられた。
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は遅かった。

　第三に、偉大な勢力が形成されることについて

の地政・戦略的見解としては、地理的な適正性に

よるだけでなく、経済的要素によっても形成され

る。天然資源とそれを利用した生産によって生じ

た富の総計は、人口を確かなレベルに維持し、財

政的資源と産業技術の組み合わせと相俟って軍事

的能力になる。古代ペルシャは、大きな富が大き

な海軍を獲得できることを最初に示した。中国は、

資源とこの様な資源配分を可能とする技術を持っ

ている。ソ連や他の大陸国家の嘗ての状況とは異

なり、中国は、強力な経済的基盤と共に包括的な

国力を有している。海軍の発展に関する長期的な

取り組みは、経済的にも合理的と評価される。疑

問は、中国によるその様な能力の獲得が、それを

脅威とみなす国際的な反響と同様に他に差し迫っ

た要求のある中で、事実賢明かどうかということ

　第二は、海洋国家への転換は、困難かつ危険な

過程があり、これを十分に成し得た近代の大陸国

家はない。機会費用が大きく、そして勇気を失わ

せるような巨大な勢力が多々存在する。全ての歴

史の中で、海洋国家への転換に成功し不朽にした

のは、ペルシャとローマだけである。これらの場

合でも、帝国は、元の大陸主義国家としての痕跡

を残しており、少なくともある程度は、「一度大

陸国家であったものは、常に大陸国家である」。

海洋国家への転換が完全に実現したことを示すの

は難しい。ペルシャ人は、彼らの海軍を攻撃的な

手段として実際には決して使用せず、むしろ、今

日の統合海上作戦と呼ばれるべきものに適応さ

せ、大規模なペルシャ陸軍を敵の沿岸に沿って前

進させるために彼等の艦隊を後方支援や、側面防

御に充当した。ローマ人も常設艦隊を創設（帝国

の下でのみ生起）し、海上警備体制を確立したの
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きたが、これは最早致命的なものにはならない。

中国の海軍戦闘は、米国のものと極めて異なって

見えるかもしれないが、中国独自の状況に適用す

る場合には、成功するかもしれない。

　以前に海洋国家たるべく試みたことがある大陸

国家の経験は、概して欠点とされてきた。従って

中国は、戦略的に逆風の中を帆走しているような

ものだ。北京政府内での議論の下、この様な転換

の残りの部分がどのようなるかは、大変幅広いも

のがある。しかし、依然として中国は明らかに海

に向かっている。中国は、今、海洋国家への転換

を目指した嘗ての前任者達には一般に欠けていた

次に示す幾つかの利点に恵まれている。

　・逞しい海洋経済

　・活動的な造船産業

　・大陸の近隣諸国のほぼ全てと国境線が確定

　・ 海洋発展を自然現象として支持し法的拘束を

しない指導者

　中国は、正に方向転換をしたところであり、本

物の海洋国家へと転換の途次にある。もしこれが、

本当にそのケースだとすれば、画期的なことであ

る。もし、これが唯一無二でないとしても、この

2千年の歴史の中で、重要な出来事に違いない。

中国は歴史から教訓を学んできただろが、また、

その過ちを繰り返すように運命付けられてきたわ

けでもない。

（文責・挿入写真等　編集部）

だ。

　第四の重大な要素は、国家の戦略的見通しであ

る。これは、国際的及び国内的考察によって形成

されるものであり、一義的には政権存続の問題で

ある。複数の対立する問題を引き起こす場合は、

国家としてバランスを保ち、戦略目標の優先順位

を決めることが往々にして難しい。中国の場合、

長く続いてきた大陸主義者達の国内安定への執心

が、昨今の経済発展によって徐々に均衡が保たれ、

偉大な力となった地位が「屈辱の世紀」を払拭し、

中国を正当な位置に戻すだろう。

　第五は、リーダーシップであり、これは恐らく、

海洋国家への転換を活性化する或いは欲求不満に

陥らせる最も重要な要素であろう。鄭和を活性化

し、清の改革者達を欲求不満に陥らせたものであ

る。劉華清上将（Admiral Liu Huaqing）は、鄧

小平の支持を得て、限られてはいたが人民解放軍

海軍の地位を段階的に向上させた。中国の指導者

達は、通商の保護と海上交通路の重要性に関わる

アルフレッド・セイヤー・マハンの考えを明らか

に高く評価しているようだ。今日、中国における

意見の全体的傾向としては、長い歴史の中で何時

の時代よりも、海洋国家への転換に対して好意的

である。しかしながら、反対に作用する要素も残っ

ている。

　6　海洋国家への転換を果たすか
　最終的に成功する海洋国家への転換は、海軍戦

略と運用上の術力によって具現化される。大陸国

家は、大抵海洋国家に適合することはできず、異

なる取り組み方をする。オスマン帝国は、地中海

の島々を獲得するために水陸両用の沿岸戦作戦を

用いた。中国に当て嵌めれば、これは、台湾、澎

湖諸島（Penghus）、金門島（Jinmen）及び馬祖

列島（Mazu）を除き国家主義者を全ての島々か

ら追放した中国の国内での軍事作戦（1949-55）

に相当する。中国の短 /中距離弾道ミサイル開発

（例えば DF-21D 対艦弾道ミサイル）は、｢海を制

するに陸を用いる｣ というこの取り組みの最新版

であることを幾分示している。中国には継続した

制約があり海軍の発展を独特な中国的特徴にして
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